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観光白書は1963年（昭和38年）に制定された観光基本法に基づき、翌年1964年（昭和39年）４月
に初めて作成された。現在は、2006年（平成18年）に制定された観光立国推進基本法に基づいて作
成されており、令和元年版観光白書は、通算で第56号となる。

訪日外国人旅行者数については、2016年３月に策定した「明日の日本を支える観光ビジョン」に
おいて、2020年4,000万人、2030年6,000万人等の目標を掲げ、大胆な取り組みを進めてきた。こ
の結果、昨年の訪日外国人旅行者数は3,119万人と６年連続で過去最高を更新し、3,000万人の大台
に乗った。その結果、日本国内における訪日外国人旅行者による消費活動は、日本全体のマクロの
消費動向にも相当のインパクトをもたらしているといえる。

本年の白書では、観光が地域経済に与える影響に焦点を当てながら、体験型観光等の「コト消費」
の動向や、観光産業における雇用・賃金・生産性の推移、観光関連投資の動向、訪日旅行を契機と
する日本製品の購入や日本食レストランの利用の状況、訪日外国人旅行者の増加が国内の観光地や
日本人の国内旅行に与える影響、自然災害が旅行に与える影響等について検証を行った。

分析の結果、我が国を訪れる訪日外国人旅行者は、その人数が増加しているのみならず、日本の
国内における訪問先も年々多様化し、地方部を訪れる訪日外国人旅行者の割合が年々高まってい
る。その背景の一つとして、訪日外国人旅行者の関心が多様化し、特に地方訪問における様々な「コ
ト消費」への関心が高まっていることが考えられる。観光消費が地方経済にもたらす影響を考えれ
ば、面的に広げるための地方の魅力への認知度を更に高める取り組みが望まれる。

また、訪日外国人旅行者の増加は、我が国経済に対して、国内消費の増加という形だけではなく、
輸出の増加にも貢献している。国籍・地域や対象となる商品によって程度は異なるものの、訪日旅
行がきっかけとなり、日本製品の購入の相当程度がインターネット経由で行われており、また、日
本チェーンのレストランについても、訪日旅行をきっかけに利用される状況が、日本製品の購入の
場合と似通っており、日本チェーンの海外進出を促進する効果ももたらしていると考えられる。

他方、訪日外国人旅行者の増加による観光地に与える影響については、日本人の国内旅行に対す
る観光地の混雑や、宿泊料金の上昇といったマイナス面も指摘されている。しかしながら、環境設
備や賑わいの創出といったメリットを観光地にもたらす面もあり、日本人の国内旅行のきっかけと
なる場合もある。外国人旅行者が増加している観光地においては、オフ期や周辺部への誘導等の観
光客分散策による混雑の緩和や、ゴミの持ち帰り等のマナー・ルール周知等の対策が求められる
が、宿泊施設や二次交通等の整備が進められることが、外国人旅行者のみならず日本人にとっての
デメリットを軽減し、観光地としての魅力を更に高め、国内旅行の一層の活性化にもつながること
が期待される。

今後とも地域のよい取組を応援し、それを全国に広げ、真の観光立国が実現できるよう、政府・
民間、地域が一体となって着実に実行していくにあたり、本白書の分析がその一助となれば幸いで
ある。
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